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【論文要旨】

　1980年代末から90年代初頭にかけてソ連・東欧では民族紛争が激化し，政治変動が起こった

が，ソ連に関しては，国家の枠組みの変化を伴った。こうした国家変動を説明するために，新たに

理論化され，用いられるようになったのが，「国家性（Stateness）」という概念であった。

　では，なぜソ連で「国家性」の問題が発生し，15の共和国に解体することになったのだろうか。

本稿では「ソ連解体と中央一共和国問題」というテーマについて，ソ連解体を解明しようと試みら

れてきた数多の先行研究を整理・紹介する。特に，既存のアプローチを（1）「新制度論」からの分

析，特に「民族連邦制」の問題，（2）ソ連末期の民族意識の台頭に関する議論，（3）経済問題と構成共

和国の自立の議論，（4）大衆とエリートが変化させた支持の対象の問題という4つに大別し，それ

ぞれの代表的論者の言説を紹介しながら，それらを批判的に摂取していく。

　だが，これらのアプローチも，連邦体制の崩壊を説明する分析枠組みという点については必ずし

も提示できたとはいえない。その理論的枠組みに関する問題については，（1）既存の研究では，「中

央一共和国」の関係がどのようにしてソ連の崩壊をもたらしたのか，という問題については理解さ

れにくいという点，（2）具体的なアクターの動きを説明する理論的枠組みが欠けているという点が指

摘されうる。

【キーワード】　ソ連，「国家性」，連邦制，民族問題，共和国
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はじめに

　1980年代末から90年代初頭にかけてソ連・東欧では，民族紛争が大きな問題として浮上した

が，そのうち，ソ連，ユーゴスラヴィア，チェコスロヴァキア（および東ドイッ）の政治変動は，

国家の枠組みの変化を伴った（表1参照）。ソ連・東欧の変動を受けて，南欧やラテンアメリカの

事例から理論化をおこなってきた民主化研究者の多くが，この地域のドミノ的崩壊を一連の「民主

化の波」のなかに位置づけようと試みた。しかし，既存の理論では，十分にこの地域の変化をとら

えきることができなかった1。なぜなら，1970年代から始まったいわゆる「民主化の第三の波」2に

おいて，南欧やラテンアメリカ，アジア諸国では，民族問題や地域的対立が少なからず存在したも

のの，国家の枠組みの変動を伴うような体制移行はほとんどなかったからである。一方，ソ連研究

者たちも同様に，民族問題の激化や各民族共和国の台頭を予見できなかった3。その理由は，ソ連

研究者が中央の動きばかりに目を奪われて，地方や民族の要因を軽視してきた結果であったといえ

る4。

　そのような理論と現実の乖離を修正するために新たに理論化され，用いられるようになったの

が，「国家性（Stateness）」という概念であった。　J．リソスとA．ステパソによれば，「国家性」問

題とは「相当の割合の国民が，彼らが従うべき正当な政治的単位として領土国家（territorial　state）

の境界を受け入れないときに起こる」といわれる5。

　非民主主義体制下では，国家の枠組みが問題となったとき，国民の同意を優先的に考える必要が

ほとんどない。なぜなら，国民が不満を訴える手段（例えば，裁判や選挙）が十分に制度化されて

おらず，国家は弾圧という手段を用いて統治することができるからである6。しかし，自由化・民

主化の過程で，ナショナリストが自己の意見を主張する機会を与えられ，弾圧のリスクが軽減され

るようになると，前述の「国家性」問題が持ち上がる。その後，平和裏に独立や自治が確保される

場合もあれば，武力衝突が起こり，泥沼化する場合もある7。

　では，なぜソ連で「国家性」の問題が発生し，この国が15の共和国に解体することになったの

だろうか。本稿ではソ連を分析対象に据えるが，他の社会主義諸国および，南欧やラテンアメリカ

の多民族国家との比較をおこなった分析も利用していく。そして，「ソ連解体と中央一共和国問題」
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表量社会主義体制の国家変動

旧　国　名 解体（離脱）時期 新　国　名

ソ連 1991年9月 エストニア

1991年9月 ラトヴィァ

1991年9月 リトアニア

1991年12月 ロシア

1991年12月 ウクライナ

1991年12月 ベラルーシ

1991年12月 モルドヴァ

1991年12月 　　　　　　一Oルジア
1991年12月 アゼルバイジャソ

1991年12月 アルメニア

1991年12月 カザフスタン

1991年12月 ウズベキスタン

1991年12月 キルギスタソ

1991年12月 トルクメニスタソ

1991年12月 タジキスタソ

チェコスロヴァキア 1993年1月 チェコ

1993年1月 スロヴァキア

ユーゴスラヴィア 1991年12月 スロヴェニア

1991年12月 クロアチア

“了 一　』1991年12月一一 一』}ケドニアー　8　　　　－T

1995年12月 ボスニア・ヘルッェゴビナ

2003年4月 セルビア

2003年4月 モンテネグロ

筆者作成

（D　基本的には，共和国の離脱および国家が解体した年月日である。独立宣言を出した日

　　ではない。

（2）セルビアとモンテネグロは現在，連合国家を形成している。

というテーマについて，ソ連解体を解明しようと試みられてきた数多の先行研究を整理・紹介して

いく。ちなみに，このテーマは「ソ連解体」の要因を解明するうえで，かなり重要な説明変数の

1つである。なぜなら，最終的に，ソ連の運命はその構成共和国であったロシア，ウクライナ，ベ

ラルーシの首脳たちがCIS（独立国家共同体）創設を宣言した秘密会談によって決まったからであ

る。

　以下，連邦中央と構成共和国の関係に関する先行研究についてレヴューをおこなうが，その際，

既存のアプローチを4つに大別し，それぞれの代表的論者の言説を紹介しながら，それらを批判

的に摂取することを心がける。第1章では，「新制度論」の立場からの分析を取り上げる。新制度

論者は，社会主義体制における「民族連邦制」の存在や，ソ連国家の民族政策に着目し，制度が与

えたインパクトを強調している。第2章では，ソ連末期の民族意識の台頭に関する議論を取り上

げる。第3章では，経済問題から構成共和国の独立を分析した議論を紹介する。第4章では，い

かにして大衆とエリートが，ソ連中央と構成共和国とあいだで，支持の対象を変化させたのか，に
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ついて言及された議論を中心に取り上げる。そして最後に，既存の研究の問題点を指摘し，自身の

理論的枠組を作ることを目指したい。

第1章制度の遺産

　近年，政治学で影響力を持っているのが，いわゆる「新制度論」のアプローチである。J．マー

チとJ．オルセンによれば，「新制度論」は1950年代以降の行動論的政治学の隆盛を経たのち，改め

て「制度」に対する注目が高まってきた傾向を指す。彼らは，新制度論を，旧制度論と非制度的な

既存の理論との融合として考えている。また，制度への注目は政治学だけにとどまらず，他の学問

領域にも受け入れられており，かなり学際的な特徴を持つ8。

　ソ連の政治分析に関して，制度への論及は，法学的見地からのものを除いて，それほど重視され

てこなかった。なぜなら，ソ連では，憲法や法律の条文に書かれていたことが，字義通りに運用さ

れてこなかったからである。それは，ソ連の異論派が当局に対し，「憲法を遵守しろ」と主張した

ことからも明らかである9。しかし，ペレストロイカ期の政治改革の過程において，「全権力をソヴ

ィエトへ」というスローガンが復活し，憲法に従うことがまず要求されたことで10，改めて制度の

問題に焦点が当てられ始めた。

　この新制度論の立場から，ソ連解体について言及した論考はいくつかあるが，本章では，ソ連で

採用された「民族連邦制」という制度を重視するアプローチを取り上げる。多民族国家ソ連11では，

民族ごとの自治が認められ，いわゆる「民族連邦制」（ethnofederalism；nationalfederalism）12が敷

かれた。ソ連の「民族連邦制」においては，民族自治の旗のもと，「名称民族（titular　nationality）」

の名を冠した共和国（および自治共和国，自治州，自治管区）が作られたものの，「形式では民族

的，内容では社会主義的」というスローガンが掲げられ，実態としては，一元的支配が敷かれてい

た。だが，この制度そのものが民族の意識を形成し，民族共和国のエリートたちへの利益集約をも

たらす触媒となり，ソ連解体を引き起こす要因となったとするのがこの立場である13。

1．　ソ連民族政策の両義性：民族の制度化

　P．レーダーは，1980年代末からの民族問題発生の要因として，まず，ソ連の民族政策に注目し

ている。彼のいうソ連型開発戦略（The　Soviet　developmental　strategy）14が目指したものは，民族

動員の抑制であった。その方法は，（1）現地の民族カードル（幹部）を形成し，（2）彼ら幹部に，ソ連

中央に対抗するような民族運動を抑制させ，（3）彼らを公式の枠内で活動する現地エリートとして重

用する，というものだった。しかし，結果として，体制の意図とは反対に，民族エリートは特権化

し，彼らが民族を動員しうる条件が満たされるようになっていた。次に，レーダーは「民族連邦

制」に焦点を当てる。ペレストロイカ期に，民族カードルたちは，民族連邦制の枠内で，政治的企

業家（political　entrepreneurs）としての役割を担った。彼らが採ったのは，自国の領域内で様々

な資源を活用するという，民族動員の道具主義的（instrumentalist）戦略であり，それと同時に，
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感情に訴える原初的（primordial）戦略も利用した，とする15。ちなみに，この論文はソ連がまだ

存在している時期に書かれたものであり，ソ連解体については触れていない16。しかし，この論考

は，G．グリーソンの議論17とともに，のちに，その解体をもたらす要因として，「民族連邦制」に

注目を与える契機となった。

　また，R．ブルベイカーは，ソ連体制が民族を制度化する過程に重きを置いて論じた。ソ連の政

策においては，民族連邦制が挺子となりながら，民族の（national）レヴェルで国家と市民の両方

が定義された（すなわち，民族国家の創設と，民族という単位による市民の定義）。要するに，「民

族＝領土」と考える政治・領土的側面，すなわち民族籍（nationality）の問題と，「民族＝文化共

同体」ととらえる個人・文化的側面，すなわち民族性（nationhood）の問題を同時に制度化するこ

とが目指された。ただ，前者の前提として，ある領土内で多様な民族文化が1つの文化に収敏し

ていくという考えが含まれていたが，後者の特質として民族性は領土の分割では失われないという

点で，矛盾があった。したがって，必ずしも2つの側面は一致せず，緊張が起こる。例えば，各

共和国でのロシア人の優位や共通語としてのロシア語の使用による民族自治の失敗，各共和国の民

族化による非ロシア非名称民族の自治の失敗といった現象がそれを裏付けている，とする18。

2．他の多民族国家との比較：ソ連の特異性

　多民族の社会主義諸国家の解体という事実を受けて，その崩壊過程を比較する研究も生まれた。

V．バンスは，ソ連，チェコスロヴァキア，ユーゴスラヴィアと他の社会主義諸国との崩壊過程の

差異，および，上記3国の差異を，制度的側面から説明しようとした。社会主義諸国間の問題に

ついては，「民族連邦制」の存在の有無からその違いを説明した。民族連邦制を採用したソ連，チ

ェコスロヴァキア，ユーゴスラヴィアでは，政治制度そのものが民族のアイデンティティーと，他

民族との差異を正当化する政策と結びつき，民族形成の必要条件を作り出した。したがって，民族

が，制度によって組織化されていたか（ソ連など），もしくは，いなかったか（ルーマニア，ハン

ガリーなど）の差異によって，体制崩壊に伴う国家解体の有無が決まった19。

　上記3国の問題については，以下のように説明される。ユーゴスラヴィアでは1980年代初頭か

ら民族共和国への分権化や内部での民族性の強化が進み，各共和国が強力な資源を得た。そして，

自由化期に，改革に消極的なセルビア共和国が他国の分離を認めず，セルビア中心で，衛兵主義的

傾向のユーゴスラヴィア軍が解体を止めようとしたことで，内戦に突入した。しかし，ソ連やチェ

コスロヴァキアでは，ユーゴスラヴィアよりも中央の役割が大きく，各共和国（特にロシア共和国

とチェコ）の制度的資源は不十分だった。そしてソ連では支配民族であったロシア共和国が他の共

和国と連携して中央からの独立を目指し，チェコスロヴァキアでは両国が分離に同意した。両国と

も，軍も文民統制下にあり，各共和国に軍隊を動員するほどの能力はなかった。よって，ソ連とチ

ェコスロヴァキアでは，平和裏に分離がおこなわれた。要するに，この3国の違いもまた，民族

連邦制内の制度に跡付けられるとされた20。
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　同様に社会主義体制崩壊過程の比較をおこなったC．レフは，多民族社会主義諸国家の解体の有

無について，制度の違いとアクターの戦略を重視する。自由化期において，同じ多民族国家でも，

単一制国家では，少数民族は独立するための制度的基盤を欠いており，彼らの主張は文化的自治

や，不満の結晶化だけに留まる。しかし，連邦制国家では，地方が中央に代替する権力基盤を持

ち，自由化期に各共和国は利用可能な資源を動員できる。そして中央が統制を失ったとき，連邦は

解体する，とした。また，ソ連とユーゴスラヴィア，チェコスロヴァキアの連邦解体については，

中央権威が低下し，共和国が台頭した結果，政治アリーナが多元化した点と，自由化・民主化過程

において，そのアリーナの多元化がエリートの戦略を形成したと同時に，制限したという点から，

説明がなされている21。

　さらに，全世界的規模で，民族連邦制の崩壊と存続の事例を分析し，その差異をもたらす要因を

明らかにしようとしたのが，H．ヘイルである。彼の議論では，民族連邦制を崩壊させる要因とな

るのは，中核民族地域（core　ethnic　group）の存在である。その理由として，3つあげられるとす

る。（1）中核民族は連邦内で突出し，連邦中央と対抗する存在となりえ，結果として二重権力を作り

出すから，②中核民族の存在が他の少数民族にとって安全上の脅威であり，それが不信の拡大，協

調行動の無実化，そして紛争を引き起こすから，（3）最後に，中核民族は他の地域に頼らず，自力で

存在できると考えるから，とされる22。そして，ヘイルはソ連の解体についても説明もおこなう。

結論としては，ソ連では，ロシア共和国という中核民族地域が存在しており，この共和国が崩壊の

引き金を引いたとする。体制末期，ロシア共和国が連邦中央と対峙し，エリツィンがロシアアイデ

ソティティーを形成することで，二重権力状態が生み出された。これによって，他の少数民族が脅

威を感じ，ウクライナなどは独立の道を選ぶこととなった23。

　以上の比較研究から分かることは，ソ連構成共和国のなかでロシア共和国の存在が非常に大きか

ったということである。結果として，ソ連解体過程で内戦が起こらなかったことも，ウクライナな

どの他の共和国がその存在をおそれて連邦からの離脱を図ったことも，おおよそロシア共和国の動

きから説明ができるといえる。

　以上の議論をソ連の解体要因に焦点を絞り，簡単に要約すると，以下のような指摘ができよう。

（1）ペレストロイカ期，各共和国が台頭した要因の1つとして，「制度」，特に「民族連邦制」に焦

点を当てることが重要である。（2）ソ連では，国家政策として，名称民族ごとの共和国が作られ，そ

こで民族エリートが養成され，物的・人的資源を動員できるほどの力を蓄えていた。ただ，ナショ

ナリズムは慎重に抑制されていた24。（3）ゴルバチョフの自由化政策によって，政治空間の開放と政

治的多元化が進み，中央に対峙するかたちで共和国が独自のアクターとして台頭した。（4）その際，

中央への対抗手段として，エリートたちによってナショナリズムが利用された。彼らは民族の様々

な不満を集積し，民族感情に訴えることで，大衆の動員が可能となった。（5）諸共和国のなかでも，

最も影響力のあったロシア共和国の決定が，もっとも重要であった。

　以上，「新制度論」からの説明について，塩川伸明は「制度の重要性を指摘した点では正当」と
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しながらも，これらの論文は「部分的には当たっている指摘も含むが，そのほとんどは，特別な理

論的道具立てをとるまでもなく常識的に明らかな事実の確認に過ぎず，特に新規な洞察をもたらし

ていない」と批判している25。確かに，制度的要因だけでソ連解体を説明することはできず，各論

老とも異なるアプローチの議論を補いながら，論理展開している。特に，レフは，制度からの説明

は，アクターやマクロ構造などの要因の代替などではなく，補完物であることを強調している26。

　しかし，彼らが改めて制度に焦点を当てた点は評価されてしかるべきであろう。よって，制度的

要因を問題分析の出発点としながら，他の要因にも目を向け，複合的な視点で考察しなくてはなら

ない。

第2章民族意識の復活

　ペレストロイカ期の民族問題をもっとも分かりやすく説明してくれるのが，民族意識の復活に関

する議論である。この考えをあえて単純化して述べれば，以下のようになろう。ソ連体制下におい

て（さらにはロシア帝国下でも）抑圧されてきた諸民族の不満が，ペレストロイカ，グラスノスチ

を経て，ナショナリズムの台頭というかたちで爆発した。本章では，ソ連体制からの諸民族の解放

という総論と，各民族の差異を強調した，あるいは民族ごとの動きに焦点を当てた各論という2

つの柱から，先行研究を紹介してみたい。

1．総論：帝国からの解放

　代表的論者として，何人か取り上げてみたい。まず，H．カレル＝ダンコースは，ゴルバチョフ

の「上からの」ペレストロイカが，「下からの」民族的反乱を引き起こしたと考える27。また，B．

ナハイロとV．スヴォボダは，非ロシア民族に焦点を当て，ソ連によって抑えつけられてきた民族

的感情が，民主化過程のなかで爆発したことを明らかにした28。同様の視点から，N．デュークと

A．カラトニツキーは，ゴルバチョフの改革と彼の民族問題への失策が，民族運動を勢いづけ，そ

の民族の台頭がソ連を解体させ，民主化の導き手となったと論じた29。

　彼らの議論には，ソ連「帝国」下で抑圧されていた諸民族が，自由化・民主化の結果，解放され

たという考えが共有されている。彼らにとっては，それぞれの地域でのナショナリズムの台頭は，

程度の差こそあれ，1つの傾向として読み解くことが可能とみなされる。そして，ソ連による統治

を「悪」とし，民族性の開花を「善」とする考えが，これら議論の背後にあるといえる。

　しかし，これらの分析は原初的アプローチに近いため，構築主義的アプローチからの批判が当然

起こりうる。ナショナリズムの構築主義的アプローチの代表的論者として，E．ゲルナー30，　B．ア

ソダーソソ31，E．ホブズボーム32らがあげられるが，彼らの議論は，ナショナリストが用いる原初

的な言説（discource），っまり，ある民族が古くから存在する，また，他の民族とは異なる伝統や

価値を持つといった主張に対する反論として形成され，用いられてきた。要するに，彼らの議論に

は，ナショナリズムの台頭に対する1つのアソチテーゼの意味合いが付与されていると考えるこ
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とができる。

2．各論：諸民族の覚醒

　上記の議論は，ソ連という枠内での民族意識の台頭を論じたものであるが，他方で，各民族に焦

点を当て，それぞれ固有の歴史・文化・伝統を重視する論者もいる。この研究は，民族ごとに無数

にあるので，ロシアのみを紹介するにとどめたい。例えば，ペレストロイカ期におけるロシア・

ナショナリズムの諸相についての分析がある。当時のロシア・ナショナリズムを巡る議論は，様々

な角度からなされた。まず，ナショナリストたちの間で，今後の国家のあり方に関する議論が展

開されていた。この論争では，旧ロシア帝国やソ連の版図が維持されるぺきとする帝国維持派

（Empire－Savers），ウクライナやベラルーシまで含んだ「大ロシア」圏の支持者，当時のロシア共

和国の版図で十分とする国民形成派（Nation－Builders）と様々な思潮が入り乱れていた33。また，

ロシア・ナショナリズムを唱えたアクターとしては，「パーミャチ（記憶）」のような急進的団体か

ら，穏健的民族派，さらには教会勢力まで様々であったという指摘も存在する34。

　この視点に立った研究は，総じてモノグラフを描くことが目的となっており，ソ連解体が分析の

対象になることはまれである。なぜなら，各共和国に視点を据えた場合，ソ連時代とポストソ連時

代が時系列的に連続して描かれ，共和国にとってはソ連解体ではなく，ソ連からの分離・独立が議

論の中心となるからである。だが，各民族の独立への動きを考察することが，ソ連解体の分析にと

って必ずしも無益だとは言えない。なぜなら，程度の差こそあれ，連邦構成共和国それぞれの動き

がソ連を解体に導いたことは確かだからである。したがって，連邦中央と構成共和国の相互作用に

目を向け，なぜ各共和国の独立がソ連の解体を引き起こしたのかを確かめる必要がある。それは，

15共和国それぞれがどのような移行過程を経て，独立していったのかを考察することによって，

明らかになろう。

　以上の民族意識の復活という議論は，民族運動の台頭や民族意識の覚醒といった問題を分析する

ことに主眼が置かれるため，ソ連解体を説明する道具としては，不十分であるといえよう。では，

ソ連におけるナショナリズムの議論はいかにして扱われるべきなのか。第1章の議論との関連で

いえば，各共和国の民族エリートが，自らの立場を強化するため，もしくは連邦中央や他の共和国

と対峙するために，ナショナリズムの言説を利用してきた事実が浮かび上がる。よって，ソ連時代

を，民族が抑圧されてきた，もしくは民族意識が凍結されてきた時期だったとして非難するだけで

は，ソ連解体における民族の問題を十分に理解することはできないであろう35。

第3章経済構造の問題

　この章では，ソ連解体の要因を経済問題から解明しようとする議論を扱う。このテーマについて

は，主に経済学からのアプローチが多いが，政治学的領域においても決して無視できない議論であ

り，本稿でも取り上げて論じておく必要があると考える36。
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1．経済システムの構造的欠陥

　まず，ソ連の中央集権的経済システムのなかで，諸民族が抱いた経済的差別感に原因を求める論

者がいる。金田辰夫は，民族問題を引き起こす要因として，差別によってもたらされた他民族の反

ロシア感情があると仮定し，共和国間における経済格差の存在の有無を統計によって明らかにし

た。結果は，独立志向のバルト諸国が最も「生産」水準が高く，中央への挑戦の姿勢が弱い中央ア

ジアが最貧であった。しかし，両地域間の「収入」格差はそれほど大きくはなかった。そして，最

も恩恵を受けてきたとされるロシア共和国は必ずしも特別な保護を受けてきた訳ではなかったこと

が明らかとなった。また，共和国間に搾取関係があるかどうかの調査についても，生産以上に消費

した国は地域的偏りがあまりなく，ロシア共和国が他共和国を収奪していたとする根拠もまた見出

せなかった。結局，彼は搾取の主体は連邦中央ということになる，と結論づけた37。

　また，R．エリクソソは，ソ連の伝統的な経済構造の問題点を指摘し，それがゴルバチョフ期に

顕在化したと論じた。ペレストロイカ以前の経済政策を概観すると，民族の利益という点で，フル

シチョフ以降が重要であるとされる。特にフルシチョフ期，分権化政策によって，各共和国は大幅

な経済的権限を得た。その後，ブレジネフ期に，地方共産党エリートは，腐敗や闇経済，経済的平

等の建前による地方への補助などを利用して，かなり私腹を肥やすようになったとされる。これら

の政策の結果として，各共和国の不平等感，名称民族による独占的な利益集約，腐敗などが生み出

され，さらには生活水準の悪化と外国人労働力の移入によって民族的敵悔心が拡大しつつあった。

そして，ゴルバチョフ期には，隠されていた民族の経済的不満が顕在化し始めた。その不満は，以

下，3点であった。（1）中央統制や部門別の縦割りの計画が，生活の質を歪め，環境を破壊した。（2）

農産物を代表とする地方資源が大量に不適切に使用された。（3）中央の計画がもたらした否定的結果

を改善するための地方の計画が，資源不足や，中央の条件によって実行されなかった。自由化によ

って，これら不満が露になり，民族利益の集約・組織化が進んだ一方，ゴルバチョフの分権的改革

は，ことごとく失敗した。地方は，資源を動かせないまま責任だけを課されたが，それが地方の保

護主義を生み出し，地域間の平等という原則を揺さぶった。そして徐々に，地方の特権的集団が台

頭し，「二重経済」状態が作られた。1990年から91年にかけて，中央の権威は低下し，8月クーデ

ター後，各共和国は自立化し，独立を迎えたとする38。

2．ペレストロイカの災禍

　金田やエリクソンの考えには，ソ連の経済システムは本源的に失敗する要素に満ちていたという

見方が備わっているといえる。しかし，ソ連経済は曲がりなりにも安定的であったとし，ペレスト

ロイカ期の経済政策の失敗と，共和国の自立化に，解体の要因を見出す論者もいる。

　D．バーリーは，安定的であった中央と周辺の経済関係を崩壊させた原因として，ペレストロ・イ

カ政策のインパクトを強調する。ペレストロイカ以前，中央と共和国の関係の特徴は，分業システ

ム（中央は重工業，共和国は軽工業，消費財）と，中央による地方財政の統制にあった。当時，共
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和国の指導者たちは経済問題に対し，決定権は持たなかったが，責任は負っていた。そして，経済

停滞が徐々に明らかになると，ゴルバチョフは経済改革に着手し始めた。しかし，1989年頃まで

の経済改革は，新たな分業システムの導入による混乱，および，指令経済の崩壊，中央と共和国レ

ヴェルの財政危機を，もたらしたにすぎなかった。そのなかで，共和国間の思惑の違いが顕在化し

始め，経済的自立化を目指す国々（バルト諸国）が台頭した。他方，連邦に依存しつづける国（中

央アジア諸国）もあり，この時期には，それらの国々への連邦からの補助金は増大した。1990年

頃から，新しい連邦経済システムが模索され始めたが，中央は主要な権限を手放そうとせず，共和

国の要求をはねつけた。だが，ロシア共和国でのエリッィンの大統領就任から情勢が変わり始め

た。ロシア共和国は「経済主権」を主張し，中央への資金供給を停止するなどしたため，中央の統

制は揺らぐに至った39。

　また，佐々木りつ子は，ソ連を経済資源コントロール国家と定義し，ゴルバチョフ期に，地方が

自立化するにつれ，ソ連の経済構造は解体した，と論じた。解体のプロセスについてであるが，フ

ルシチョフ期に，地方の経済管理機関（ソブナルホーズ）40が自立性を持ち，従来の中央による統

制から逸脱しつつあったため，ブレジネフ期に，ヒエラルキー型の産業部門（セクター）別の管理

が再導入された。1970年代を通じて，ヒエラルキー型産業部門管理が強化され，地方の統合が進

んだが，その挺子となったのが，集権的な財政金融制度であった。だが，ヒエラルキー型の産業部

門を通じて，何段階もの複雑なプロセスを経ておこなわれる経済資源コソトロールは，次第に経済

資源の非効率的分散を蔓延させた。中央は産業部門を通じて，地方を縦割りで吸収していたが，そ

の結果，中央の財政負担は増大した。集権的な経済資源コントロールが複雑な地方のニーズに対応

できなくなるにつれ，中央と地方の亀裂は深まり，さらに経済は疲弊するに至った。ゴルバチョフ

は，党書記長に就任以降，経済悪化が進んでいた現状に鑑み，1987年から，企業改革に取り組ん

だ。だが，産業部門省やゴスプラン41は，経済資源コントロールの舵を握り続け，企業も自立化を

拒んだ。また，地方の一部が経済改革を自ら主導し始め，中央の統制に不満を高めた。民主化が進

むなか，地方が選挙などを経ることで正統性を得始めたため，中央は，地方に譲歩することを強い

られるようになった。中央は一本化されていた財源を中央と地方に分けることを決めたが，政府は

中央管轄部門の統合は維持しようとした。これに反発した地方は，独立採算制を要求した。1990

年には，各共和国が自立の動きを示し，自国領土から中央のコソトロールを排除しようとした。ゴ

ルバチョフは各共和国が参加するソ連共通のプログラム作成を目指し，「500日計画」42を打ち出し

たが，保守派の圧力で翻意した。以降，共和国は中央の資源コントロールを断ち切り，中央管轄企

業の接収を進めた。その結果，財政金融へのコントロールを失った連邦国家は内部から解体した43。

　以上の議論を簡単に要約すると，次のようになろう。（1）フルシチョフ期に，地方に経済的権限を

委譲する分権化政策が取られた。だが，ブレジネフ期には，その反動として，再集権化が復活し，

産業部門縦割りの経済構造のなかで中央と地方の分業化がおこなわれた。ただ，地方エリートは徐

々に，地方優遇政策などから特権・利益を得るようになっていた。（2）そして，ペレストロイカ期
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に，経済改革がおこなわれたが，当初，中央集権的な経済構造に対しては，官僚などの抵抗によ

り，メスを入れることが難しかった。不平等感にさいなまれ，不満を欝積させてきた共和国の一部

が連邦に対して経済的主権を宣言することで，連邦中央は譲歩を迫られた。だが，中央の持つ主要

な権限の譲渡には及び腰で，結果として，共和国は独立し，連邦解体が引き起こされた。ちなみ

に，ソ連経済システムそのものの評価については，別稿に譲りたいと思う。

　それでは，これら経済問題が，政治変動をもたらす要因であったといえるだろうか。経済的観点

からのアプローチは構造的な要因分析の1つであると考えられ，ソ連崩壊の前提条件を説明する

にすぎない。なぜなら，より微視的に見るならば，経済的要因はあくまで連邦中央や各共和国の指

導者たちの選択に影響を与えただけだからである。金田が「経済問題」は民族問題の発生要因の1

つにすぎないことを認識しているが磁，民族問題の発生をソ連解体という言葉に置き換えてもそれ

は同様である。したがって，経済問題は政治エリートの行動に影響を与え，制約する要因だったと

して，限定的にとらえていくことが重要であろう45。

第4章正統性と大衆・エリート

　最後に取り上げるのが，ソ連と各共和国がいかにして，大衆とエリート双方の支持を獲得できた

かという問題である。A．プシェヴォルスキは「ある体制の安定にとって問題なのは，特別な支配

システムの正統性などではなく，好ましいオールタナティヴの有無である」とし，「あるオールタ

ナティヴが，孤立した個々人にとって真の選択肢を示してくれるようなやり方で組織されないな

ら，もしくは組織されるまで，ある体制は崩壊しない」46と指摘した。この議論をソ連の事例に敷

衛して述べれば，連邦中央の正統性の低下よりも，人々がオールタナティヴとしての（すでに組織

化されていた）共和国に支持の対象を移したことのほうが，体制を崩壊させる重要な変化であった

と考えることができよう。以下，大衆とエリートという2つの視点に分けて既存の論考を整理し

てみたい。

1．大衆：選挙の議論から

　大衆がどれだけある政治体制を支持しているかを測る手段は，いくつかあろう。例えば，世論調

査，選挙やレファレソダムの結果があげられる。ここでは，特に，選挙について焦点を当てて論じ

られた研究を取り上げたい。

　J．リソスとA．ステパンは，多民族国家のスペイン47と，ソ連およびユーゴスラヴィアのあいだ

で，連邦の解体の有無が分かれた原因の1つは，民主的な出発選挙（founding　elections）48の1頂番

にあるとした。つまり，全連邦レヴェルが先か，地方レヴェルが先か，という問題である。その理

由として，選挙こそが，議題やアクター，組織，そして正統性と権力を作り出すからであるとす

る。スペインでは，まず全国レヴェルの選挙が行われた（1977年12月）。その後，バスクとカタロ

ニアの自治が認められ，その後，自治に関して，レファレソダムがおこなわれた。もし，地方レヴ
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エルの選挙が先であったら，地方政府が台頭し，全国的な議題設定の意義は軽減していただろう，

と彼らは考える。一方，ソ連とユーゴスラヴィアでは，最初の民主的選挙は，連邦を構成する共和

国レヴェルが先であった。ユーゴスラヴィアでは，1990年夏から秋にかけて，各共和国で選挙が

おこなわれた。ソ連では，1989年の全連邦的選挙は，複数政党制でなく，不完全な自由選挙49だ

った。そして1990年に各共和国で，自由選挙が行われた。その結果，ユーゴスラヴィアとソ連で

は，中央の正統性が低下し，全連邦政党の結成が妨げられた，とする50。

　この議論については反論もあるが51，選挙は，大衆の支持度合いを測る規準となるだけでなく，

政治勢力の組織化や，大衆の支持の結晶化をも促しうるという意味で重要である52。

2．　エリート：帝国崩壊の議論から

　ここでは，ソ連を「帝国」と定義した論者の議論を，最初に取り上げたい。なぜこの議論を扱う

かであるが，それは帝国をどうみるかという視点と関連する。過去，レッテル貼りとして「帝国」

という言葉が利用されてきた事実（ソ連の公式宣伝の文句であった「帝国主義」や，レーガソの

「悪の帝国」を想起せよ）から離れて，近年，ソ連を帝国と定義することも可能だとする論者が増

えている。みなそれぞれ，一定の留保をつけてはいるが，D．リーベン53やA．モティル54，　V．ザス

ラフスキー55，V．アレクセーエフとY．アレクセーエヴァ56，横手慎二57，塩川伸明58なども，「ソ

連＝帝国」と定義づけている。帝国の定義は多様であるが，そのなかで共通なのは，中心と周辺が

存在する多民族国家という点である59。さらに付け加えるならば，周辺に対する中心の支配も定義

のなかに入るだろう60。

　では，帝国に関する議論は，ソ連解体の研究にとってどれだけの有効性を持つのだろうか。帝国

は，理論上，戦争による崩壊や，民主化を経ての多民族連邦国家への移行などさまざまな崩壊過程

をたどりうるが，多民族国家という面を重視するなら，周辺エリートが中央から離反することで解

体するというシナリオもありえよう61。したがって，15の共和国に分解したソ連の事例では，帝国

の議論を用いて分析することは有益であるといえる。

　M．ベイシソガーは，「帝国」の議論を踏襲しながら，まず，各共和国のエリートを仲介エリー

ト（mediating　elites）と定義し，彼らが中央から離反した結果，ソ連は崩壊したと指摘した。ソ

連中央による彼らエリートの取り込み（cooptation）は，国家政策の結果でもあったが，同時に，

彼らは自発的に行動し，自己利益を求めるアクターでもあった。1960・70年代，現地化（indigeni－

zation）は，腐敗と内部からの規律の崩壊をもたらしたが，それは中央が地方とパトロン・クライ

アント関係を築いた結果であった。それらエリートは氏族（clan）と呼ばれ，民族の境界に沿って

存在し，民族アイデンティティーを強化する作用を担った。グラスノスチ政策によって，次第に仲

介エリートが，中央から離反・自立を開始した。ゴルバチョフの官僚に対する攻撃が，ロシア人支

配への攻撃と重なり，エリートの循環，脱官僚化，そして政治の再民族化をもたらした。そして，

大衆動員が進むにつれて，連邦中央側と大衆側との板ばさみにあった彼ら仲介エリートは，大衆側
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に対する弾圧または彼らへの接触という手段をとることを強いられた。しかし，動員の規模が大き

かったところでは，仲介エリートは中央から離反し，大衆との接触が起こった。他方，動員の規模

が小さかったところでは，バトロネージが，仲介エリートたちの新たな権威創出の基礎となった。

こうして，新たなエリートの創出を伴いながら，仲介エリートの離反が起こり，体制は崩壊した

と，ペイシソガーは論じている62。

　「帝国」の議論を受け入れてはいないが，共産党や国家機構のエリートたちが，旧体制から新体

制，および新たな受け皿へと首尾よく乗り換えた結果，ソ連は崩壊したとする論者は多い63。彼ら

の指摘は示唆に富むが，ソ連中央の動きを対象としていた点で，やや視野が狭い。他方，個別事例

を中心とする他の共和国についての研究も存在する。R．パリルスキは，ソ連の共産党エリートの

なかで，政治面での民主化および経済面での資本主義化を目指す戦略と，独裁と公的財産の私有化

を目指す戦略が見られたとする。前者の代表例はエリッイソであるが，後者の立場は，主に，中央

アジアなどで見られた。結果として，どちらの場合も，新たに財産を所有するエリートが出現した

と論じた64。この議論は，政治指導老を中心に，エリートが中央から各共和国に支持基盤および存

立基盤を移し，結果として，うまく乗り換えたエリートが生き残ることができた，というものであ

る。

　この章における先行研究のまとめとして，以下を提示しておきたい。（1）ペレストロイカ期，大衆

は連邦中央を（オールタナティヴの欠如にせよ，消極的であったにせよ）支持していたが，徐々に

各共和国（その下位レヴェルでも）に支持の対象を移した。その大衆の支持の度合いを測る指標と

して，および大衆の支持を促進したものとして，自由選挙が重要である。自由選挙で，独立志向の

国々では民族派が勝利し，ソ連からの離脱を決定した。（2）エリートに関しては（特に政治），地域

ごとに違いが見られるが，各共和国の共産党エリートの鞍替えや，反体制運動を主導してきた勢力

の台頭によって，新たな指導者が誕生した。そこで彼らが用いた言説が，ナショナリズムであり，

経済主権，ソ連からの独立といったスローガソであった。

おわりに

　以上，既存の研究を4つの角度から分析してきた65。「中央一共和国」関係の視点からみれば，

ソ連崩壊は，以下のようにまとめていくことができるだろう。

　まず，「民族連邦制」の存在が，ソ連解体の前提条件を作り出した。なぜなら，直接的には，政

治変動はエリートの相互作用の帰結であると考えられ，「民族連邦制」によってエリート間の交渉

や駆け引きの場として，連邦中央だけでなく，共和国の存在が浮上するのは必然であったからであ

る66。

　次に焦点を当てるのは，歴史構造的側面である。とりわけ，民族性の抑圧による政治的不満と，

物質的不平等感という経済的不満が存在し，水面下で現地の共和国エリートの生成と発展が進行し

ていた。
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　ただ，民族問題の噴出は，ソ連期における変動だけに求めることができないので，各民族の歴史

をそれぞれ振り返る必要もある。特に，地域的な違いは大きく，その差異は文化，近代化度合いな

どの違いに求められる。また，赤軍が占領し，ホリシェヴィキがソ連に結集させた事例（スラヴ，

ザカフカス），民族性が開花していない地域で国境の確定がなされた事例（中央アジア），強制的

に併合された事例（バルト，モルドヴァ）と，ソ連への多様な編入過程もまた重要な要因となろ

う67。

　ペレストロイカ期には，中央の権威が失墜し，共和国側が徐々に支持を得ていった。ここでは，

ゴルバチョフらエリートと，大衆というアクターの行動によって，制度的・歴史構造的要因が表面

化する過程が重要である。その流れは，以下のように論じられるだろう。ゴルバチョフのペレスト

ロイカを契機に，独立派が優勢な国々で，それまでに蓄積された不満が顕在化する。共和国政治エ

リートたちは，ソ連体制下での圧迫，不平等などを糾弾し，民族固有の伝統を煽ることで，ナショ

ナリズムを喚起する。彼らは，大衆・エリートの支持を得て，ソ連中央と対峙する形になる。最終

的に，1991年の8月クーデターの失敗によって，独立に消極的であった国々も，急進的立場の国

々に引っ張られるかたちで独立し，ソ連は解体を余儀なくされた。

　以上のように，連邦中央と構成共和国の関係を主軸に据えて，ソ連崩壊に関する先行研究のレヴ

ューをおこなってきたが，連邦体制の崩壊を説明する分析枠組みという点については必ずしも提示

できたとはいえない。その理論的枠組みに関する問題については，以下の2点が指摘されうる。1

つは，既存の研究では，「中央一共和国」の関係が，どのようにしてソ連の崩壊をもたらしたのか

という問題については理解されにくいという点があげられる。つまり，ソ連解体については，連邦

中央と，15の構成共和国との国家間関係，および勢力関係の変化に焦点を当てて説明されない限

り，有効な分析がなされえないと考えられる。連邦政府の失策や，ナショナリズムの台頭，大衆や

エリートの支持の推移といった要因だけでは，国家間の動きを十分にとらえることはできない。し

たがって，今後の研究においては，国家間の勢力関係や国家間システムを分析対象とする「国際関

係論」の知見を利用する必要があろう。具体的には，本稿では補足的に扱うにとどめた「帝国」の

概念や，構造論などを用いて，ソ連体制を分析する必要があろう。

　もう1つは，具体的なアクターの動きを説明する理論的枠組みの欠如である。ソ連解体に関す

る既存の研究においても，アクター間の相互作用が，解体を引き起こした直接的な要因であったこ

とは確実に述べられうる。しかし，アクターの動きをただ記述的に論じるだけの研究は，比較政治

の領域に対して貢献するところは少ない。したがって，既存の政治変動に関する理論，そのなかで

もアクターの相互作用に関する理論が，ソ連の崩壊という問題をどれだけ十分に説明できるかを理

解する必要がある。特に，G．オドソネルとP．シュミッターらが提示した「4者ゲーム」の理論，

すなわち，体制移行は，体制内のタカ派とハト派，反体制の急進派と穏健派という4者の力学に

よって決まるとする理論68は，1国の政治変動を分析するうえでは有益かもしれないが，中央と構

成共和国を抱える連邦制国家の解体を分析するには不十分である。なぜなら，連邦国家において
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は，構成共和国の自立化が進むごとに，ゲームのアクターが4者では収まりきらなくなるからで

ある。

最後に，冒頭の議論に戻るが，1国を分析対象としてきた既存の民主化研究および政治変動研究

が，政治体制の変動だけでなく，連邦解体という問題までは，扱うことができなかったという点

を，再度指摘しておきたい。したがって，今後の研究では，既存のアプローチを批判しながら，自

身の枠組みを提示することを目指したい。内容としては，国際関係論の知見を利用した理論的枠組

みを提示し，さらに，アクターの相互作用に焦点を当てた既存の枠組みを批判しながら，その代替

となる枠組みを提示する。そして，具体的なソ連解体の分析をおこなっていきたいと考えている。
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